
書式第 12号 (法第 28条関係)

令和 2年度  事 業 報 告 書
令和 2年 4月 1日 から  令́和 3年 3月 31日 まで

特定非営利活動法人 日本双極性障害団体連合会

1 事業の成果
令和 2年度は、事務所と区民集会所を主な活動場所とし、各事業を展開した。
例会その他の交流方法による当事者間の相互扶助活動事業を地方へと展開した。

また、双極性障がいの正しい理解と知識をより普及させることを目的とした会誌の発行等を行った。

2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業

事業名 事 業 内 容 実 施
日 時

実 施
場 所

従事者
の人数

受益対象者
の範囲及び

人   数

事業費の

金額

(千円)

双極性障がい

当事者に対す
る相互扶助事

業
ア.

例会 (集い )

事業

双極性障がい当事者等の交
流の場となる例会 (集い)
を1か月に1回から2回、家
族会を2か月に1回開催する
予定であったが、新型コロ

ナウイルス感染症拡大予防
のため開催を減らした。
話し合いの内容 :

自己紹介、体験談、
テーマ討論

4月 から3月
品川区

大井第二

区民集会所

のベ

10人

会員及び

双極性障がい

に関心のある
一般市民
200人

3C

双極性障がい

当事者に対す
る相互扶助事
業
イ.
地方会
支援事業

都内で実施される例会に参
加が難しい地方在住者に対
し例会参加の機会を増やす
ため、東京都以外にいくつ

か地方会を設置した。各地
での活動経費として、補助
金を交付している。
(新型コロナウイルス感染
症拡大予防のため開催を減
らした。)

4月 から3月

岩手県、

自城県、

奇玉県、

神奈川県、

静岡県、

愛知県、

富山県、

二重県、

岐阜県、

京都府、

大阪府、

兵庫県、

香川県、

福岡県

20人

会員及び
双極性障がい
に関心のある
一般市民
約200人

42



会員
およそ700人

643

月刊誌および
出版物の発行
事業
ア.

会誌
(月 刊誌)
事業

定期的に会誌 (月刊誌)を
発行した。
掲載内容 :主催事業のお知
らせ、双極性障がいに役立
つ薬のQ&A、 連載コラム、
読者欄、集い・地方会の報
」L
口

毎月

月1回発行
事務所 他

およそ
20人

回
度
１３
程
月毎

事務所 10人

会員及び
双極性障がい

に関心のある
一般市民
およそ
1,000人

584

電相談事業

電話相談事業
ア ボ ランテ ィアの相談員

(臨床心理士、産業カウ
ンセラー、傾聴ボランテ

ィアの講習会を終了 した
当事者など)が 、病気の
特 徴 、 家 族 と して の

対応、就労支援、社会資
源の活用方法等について

電話で相談を受けた。

(2)その他の事業

事業名 事 業 内 容 施
時
実
日

施
所
実
場

従事者
の人数

事業費の

金額
(千円)

該当なし



令和2年度 活動計算書

令和 2年 4月  1日 から 令和 3年  3月 31日 まで

特定非営利活動法人 日本双極性障害団体連合会
当 締 :ロ

科 目 金 □

1 受取会費
正会員受取会費
賛助会員受取会費 2,529,000

2 受取寄附金
受取寄附金
ポランティア受入評価益
3 受取助成金等
受取補助金

594,543

事業収益
講演会事業収益
例会 (集い)事業収益
月刊誌事業収益
5 その他収益
受取利息
法定福利厚生費還付金

経常収益計
Ⅱ 経常費用
1 事業費
(1)人件費
給料手当
退職給付費用
法定福利厚生費
ボランティア評価費用

人件費計
(2)その他経費

会場費
通信運搬費
旅費交通費
事業経費
備品費
事務用品費
会議費
補助金
支払手数料
交際費

0

0

40,000

2,805

その他経費計
事業費計 1,299,

2 管理費
(1)人件費
役員報酬
給料手当
退職金 (解雇手当)
退職給付費用
法定福利厚生費
人件費計

(2)その他経費

地代家賃
光熱水費
通信運搬費
旅費交通費
事業経費
事務用品費
消耗品費
会議費
備品費
議会費
支払手数料
福利厚生費
修繕費

7,

その他経費計
管理費計
経常費用計
当期経常増減額

Ⅲ 経常外収益
△ 59,216

経常外収益計

Ⅳ 経常外費用

経常外費用計

税引前当期正味財産増減額
法人税、住民税及び事業税
当期正味財産増減額
前期繰越正味財産額

△ 59,

△ 59,



書式第 15号 (法第 28条関係)

令和2年度 貸借対照表

令和 3年  3月 31日 現在

特定非営利活動法人 日本双極性障害団体連合会

(単位 :円 )

科
口
日 金 額

I 資産の部

1 流動資産
現金

預貯金

前払費用

流 動 資 産 合 計

78,299

17,044,889

17,123,188

2 固定資産
(1)有形固定資産

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

ｎ

ｖ

ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
未払金

事務職員賃金

電話相談員旅費交通費

未払金計

預り金

前受会費

流 動 負 債 合 計

ｎ
Ｖ
　

Ａ
υ

60,000

2 固定負債
長期借入金

退職給与引当金

固 定 負 債 合 計

ｎ
ｖ
　

Ａ
υ

負 債 合 計 000

Ⅲ 正味財産の部
前期繰越正味財産

当期正味財産増減額

17,122,404

正味財産合計 17

債及

△ 216

188



令和 2年度

1.重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法 人会計基準 (2010年 7月 20日  2017年 12月 12日 最終改正 NPO法 人会計基準協議会)
によつています。
(1)棚卸資産の評価基準及び評価方法
該当なし

(2)固定資産の減価償却の方法
該当なし

(3)引当金の計上基準
・ 退職給付引当金

該当なし

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計処理
施設の提供等の物的サービス (ボランティアによる役務の提供)の受入れは、活動計算書に計上しています。
また、計上額の算定方法は「3.施設の提供等の物的サービスの受人の内訳」に記載しています。
(5)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によつています。

2.事業別損益の状況

計算書類の注記

.壁工:左雙11置勲̈迭ム…旦杢翠極性!墜劃蟄腱壼筆箋_

相談事業

く電話相談)
事業部門計 管理部門 合計

双極性障害につ

いての啓発教育

事業

(講演会)

双極性障害当事

者に対する相互

扶助事業

(例会・集い)

双極性障害当事

者に対する相互

扶助事業

(地方会支援)

月刊誌及び出版

物の発行事業

(月刊誌)
科 日

416,343

0

416,343

0

120,000

0 73

2,529,000

178,200

2,529,000

594,543

0

120,000

73

120,000

2.707.273 3.243,616120,000 416,343 536,343

416.343

71,184

1,279

71,184

0

0

1,279

416,343416,343

488.806416,343 416,343 72,463

18,600

0

0

437,219

30,444

354,091

0

0

0

0

40,000

0

2,805

0

0

0

360,000

45,436

204,757

1,980

152,156

831

7,722

154,037

970,000

14,000

19,948

18,600

360,000

45,436

641,976

32,424

506,247

831

7,722

0

154,037

40,000

14,000

22,753

0

970,000

0

18,600

440

2,430

40,000

1,200 336,122

305,641

1,540 385

97,467

24,684

45,300

1.930.867 2.814.026643.303 167,836 883,15930,380 41,640

1.299,502 2,003,330 3,302,83241,640 643,303 584,17930,380

703.943 △ 591216△ 523.303 △ 167,836 △ 763,159△ 30,380 △ 41,640

I 経常収益
1・ 受取会費
2.受取寄附金
3.受取助成金等
4.事業収益
5。 その他収益

経常収益計

Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

退職金 (解雇手当)

退職給付費用

法定福利厚生費
ポランティア評価費用

人件費計
(2)その他経費
会場費

地代家賃

光熱水費

通信運搬費

旅費交通費

事業経費

事務用品費

消耗品費

会議費

備品費

補助金

議会費

支払手数料

福利厚生費

修繕費

交際費

その他経費計

経常費用計

当期経常増減額



内容 金額 算定方法

相談事業電話相談員

10名 (411時間)
416,343 単価は東京都の最低賃金によつて、算定しています。

(時給1,013円  411時間)

3.施設の提供等の物的サービスの受入の内訳

4.使途等が制約された寄附金等の内訳
該当なし

5.固定資産の増減内訳
該当なし

6.借入金の増減内訳
該当なし

7.役員及びその近親者との取引の内容
役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

※事務所家賃 (令和2年 4月 から令和3年 3月分)

8。 その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

・ 事業費と管理費の技分方法
該当なし
。 その他の事業に係る資産の状況
該当なし

科 目

計算書類に

計上された

金額

内役員及び

近親者との

取引

360,000 360,000

360,000 360,000

(活動計算書)

地代家賃

活動計算書計

(貸借対照表)

前払費用

貸借対照表計



書式第 17号 (法第 28条関係)

令和2年度 財産目録

令和 3年  3月 31日 現在

特定非営利活動法人 日本双極性障害団体連合会

(単位 :円 )

科
口
曰 金 額

I 資産の部
1 流動資産
現金預金

現金   現金手許有高
振替口座 ゆうちょ銀行 (振替口座 )
通常貯金 ゆうちょ銀行 (総合口座)
普通預金 みずほ銀行
普通預金 三菱UFJ銀 行
前払費用

流 動 資 産 合 計

2 固定資産
(1)有形固定資産

有形固定資産計

(2)無形固定資産

無形固定資産計

(3)投資その他の資産

敷金

投資その他の資産計

固 定 資 産 合 計

資 産 合 計

Ⅱ 負債の部
1 流動負債
未払金

事務職員賃金

電話相談員旅費交通費

未払金計

預り金

前受会費

流 動 負 債 合 計

2 固定負債
長期借入金

退職給与引当金

固 定 負 債 合 計

負

　

正

債  合  計

味 産財

78,299

10,281,985

731,318

5,416,189

615,397

0

17,123,188

ｎ

Ｖ

17,123,188

ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ

ｎ

Ｖ

ｎ
ｖ
　

Ａ
υ

60,000

ｎ

〉

60,000

ｎ

Ｖ

0

60,000

０
）

Ｕ^

17,063,188



書式第 18号 (法第 28条関係)

2020 年間役員名簿

2020年 4月 1日 から     2021 3月   31日 まで

特定非営利活動法人 日本双極性障害団体連合会

役 名 氏   名 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事 鈴木映二 2020年4月 1日

～2021年3月 31

無 し

理事 辻松雄 2020年4月 1 日

～2021年3月 31

無 し

理事 に藤拓 2020年4月 1日

～2021年3月 31

無 し

理事 饉田信子 2020年4月 1日

～2021年 3月 31

無 し

=妻
ヨ 高橋清美 2020年4月 1日

～2021年3月 31

無 し

監事 天野裕 2020年4月 1日

～2021年3月 31

無 し

監事 欠保田俊一 202び■4月 1日

～2021年 13月 31

無 し



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係)

社員のうち10人以上の者の名簿
2021年 3月  31現 在

特定非営利活動法人日本双極性障害団体連合会

氏   名

■
■ 浅野 伸子

2
高橋 詩織

3
三根 純一郎

4 内田 真吾

5 鍛治 孝成

ハ０
田中 一司

7
古井 知恵

8 泉  愛

9 松尾 篤

10 辻  正彦

11
加藤 孝

12 渡邊 長寿



13 喬生

14

15
京子

16
田辺 雄―

17
□ □園

●
０
沖 昌睦

19
昭子

ｎ
）

，
一

，
“

，
“

，
“

侑太郎

藤 仁

田 和宏

ら
●

，
一

孝裕

４

＾

ワ
“

亮史

川 繁俊”
０

，
“

26 「

¬
L」

′
ハ
■
，
日

”27



28 千野 息子

29
小野 満代

30 岡本 太郎

31
千葉 守

32 高木 理佳


